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１　予算の規模

■ 予算総計表

平成31年度 平成30年度 増減額 伸率

25,553,000 23,977,000 1,576,000 6.6

15,973,392 15,822,280 151,112 1.0

国民健康保険 6,460,099 6,489,285 △ 29,186 △ 0.4

後期高齢者医療 2,041,455 1,930,851 110,604 5.7

介護保険 5,210,663 4,837,852 372,811 7.7

下水道事業 2,141,616 2,474,858 △ 333,242 △ 13.5

農業集落排水処理施設事業 10,006 7,214 2,792 38.7

三ケ峯台団地汚水処理事業 7,136 7,984 △ 848 △ 10.6

南山エピック団地汚水処理事業 6,973 7,019 △ 46 △ 0.7

五色園団地汚水処理事業 95,444 67,217 28,227 42.0

41,526,392 39,799,280 1,727,112 4.3合計

（単位：千円、％）

会計名

一般会計

特別会計

○平成３１年度予算は、一般会計が、初めて２５０億円を超え、一般会計、８

つの特別会計の合計ともに、過去最大規模となります。

一般会計と８つの特別会計の総額で４１５億２，６３９万２千円となり、平

成３０年度当初予算と比較すると１７億２，７１１万２千円、４．３％の増

加となります。

○一般会計では、税収の微増に対し、「新枠配分方式」による経常経費の肥大

化を抑制して政策的経費の確保に努めましたが、扶助費などの社会保障費の

伸びが大きく、第９次実施計画に掲げる重要事業の財源を確保するため、特

定目的基金や市債を活用しています。

○特別会計では、事業費の減少により下水道事業が減少しますが、高齢者の増

加に伴う給付費等の増加により、後期高齢者医療や介護保険などが増加して

います。
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■ 最近１０年間の予算額の推移
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２　歳入の状況（一般会計）

■ 歳入款別一覧表

款 款名称 平成31年度 平成30年度 増減額 伸率
31年度
構成比

30年度
構成比

1 市税 15,266,347 15,025,723 240,624 1.6 59.7 62.7

2 地方譲与税 216,900 213,000 3,900 1.8 0.8 0.9

3 利子割交付金 20,000 28,000 △ 8,000 △ 28.6 0.1 0.1

4 配当割交付金 100,000 93,000 7,000 7.5 0.4 0.4

5 株式等譲渡所得割交付金 64,000 64,000 0 0.0 0.3 0.3

6 地方消費税交付金 1,400,000 1,363,000 37,000 2.7 5.5 5.7

7 ゴルフ場利用税交付金　 1,800 1,800 0 0.0 0.0 0.0

8 自動車取得税交付金 60,000 119,000 △ 59,000 △ 49.6 0.2 0.5

9 環境性能割交付金 20,000 - 20,000 皆増 0.1 -

10 地方特例交付金 116,145 93,000 23,145 24.9 0.5 0.4

11 地方交付税 40,000 40,000 0 0.0 0.2 0.2

12 交通安全対策特別交付金 12,000 12,000 0 0.0 0.0 0.0

13 分担金及び負担金 191,721 143,699 48,022 33.4 0.8 0.6

14 使用料及び手数料 574,425 569,030 5,395 0.9 2.2 2.4

15 国庫支出金　 3,487,809 2,733,850 753,959 27.6 13.6 11.4

16 県支出金　 1,774,427 1,588,262 186,165 11.7 7.0 6.6

17 財産収入　 22,320 28,103 △ 5,783 △ 20.6 0.1 0.1

18 寄附金　 57,605 72,005 △ 14,400 △ 20.0 0.2 0.3

19 繰入金　 608,927 526,786 82,141 15.6 2.4 2.2

20 繰越金　 300,000 300,000 0 0.0 1.2 1.2

21 諸収入 925,574 827,742 97,832 11.8 3.6 3.4

22 市債 293,000 135,000 158,000 117.0 1.1 0.6

25,553,000 23,977,000 1,576,000 6.6 100.0 100.0

自主財源 17,946,919 17,493,088 453,831 2.6 70.2 72.9

依存財源 7,606,081 6,483,912 1,122,169 17.3 29.8 27.1

一般財源 18,266,905 18,071,127 195,778 1.1 71.5 75.4

特定財源 7,286,095 5,905,873 1,380,222 23.4 28.5 24.6

合計

内

訳

（単位：千円、％）
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○市税は、ふるさと納税の拡大などによる個人市民税の流出、為替動向の不安定さな
どによる法人市民税の減少を見込むものの、地価上昇、大型商業施設の影響などに
よる固定資産税の増加を見込み、２億４，０６２万４千円、１．６％の増加となり
ます。

○自動車取得税交付金は、自動車取得税が平成３１年９月末で廃止されることによ
り、５，９００万円、４９．６％の減少となります。これに伴い、平成３１年１０
月から自動車取得時の課税として環境性能割（県税）が創設され、環境性能割交付
金として、２，０００万円の皆増となります。

○国庫支出金は、小中学校トイレ改修工事に伴う交付金が減少したものの、民間認可
保育所に対する整備費補助金の皆増や民間保育所運営に伴う負担金の増加などによ
り、７億５，３９５万９千円、２７．６％の増加となります。

○県支出金は、愛知県知事選挙費に伴う委託金が皆減したものの、介護施設整備に伴
う補助金の皆増に加え、民間保育所運営に伴う負担金の増加などにより、１億８，
６１６万５千円、１１．７％の増加となります。

○市債は、これまでの教育施設の改修事業に加え、福祉施設の建設・改修や都市基盤
整備事業に対する財源として発行を予定し、１億５，８００万円の増加となりま
す。

○自主財源比率は、市税が増加したものの、国庫支出金の増加などにより２．７ポイ
ント減少の７０．２％、一般財源比率は、３．９ポイント減少の７１．５％となり
ます。

自主財源

70.2%

依存財源

29.8%

歳入予算額構成比

予算額
255億5,300万円

市税
59.7％

繰入金
2.4%

諸収入
3.6%

分担金・負担金
使用料・手数料

財産収入
寄附金・繰越金

4.5%

国庫支出金
13.6%

県支出金
7.0%

市債
0.0％

地方譲与税
各種交付金
地方交付税

8.1%

市債
1.1%
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３　市税の状況（一般会計）

■ 市税内訳表

平成31年度 平成30年度 増減額 伸率
31年度
構成比

30年度
構成比

7,032,336 7,199,517 △ 167,181 △ 2.3 46.1 46.1

715,071 771,965 △ 56,894 △ 7.4 4.7 4.7

6,477,155 6,032,338 444,817 7.4 42.4 42.4

土地 2,660,130 2,563,941 96,189 3.8 17.4 17.4

家屋 2,925,450 2,676,960 248,490 9.3 19.2 19.2

償却資産 846,450 743,602 102,848 13.8 5.5 5.5

滞納繰越分 31,866 34,560 △ 2,694 △ 7.8 0.2 0.2

国有資産等 13,259 13,275 △ 16 △ 0.1 0.1 0.1

139,733 132,511 7,222 5.5 0.9 0.9

336,435 362,189 △ 25,754 △ 7.1 2.2 2.2

2,500 2,500 0 0.0 0.0 0.0

563,117 524,703 38,414 7.3 3.7 3.7

15,266,347 15,025,723 240,624 1.6 100.0 100.0

■ 最近１０年間の市税の当初予算計上額の推移

合計

入湯税
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（単位：千円、％）
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○市税の総額は、１５２億６，６３４万７千円で、前年度と比べて、２億４，

０６２万４千円、１．６％の増加となります。

○個人市民税は、ふるさと納税の拡大による流出などの影響により、１億６，

７１８万１千円、２．３％の減少となります。

○法人市民税は、為替動向の不安定さなどの影響により、５，６８９万４千

円、７．４％の減少となります。

○固定資産税は、地価上昇や大型商業施設などの影響により、４億４，４８１

万７千円、７．４％の増加となります。

○軽自動車税は、平成３１年１０月から環境性能割が創設されるなどの影響に

より、７２２万２千円、５．５％の増加となります。

○都市計画税は、固定資産税と同様の理由により、３，８４１万４千円、７．

３％の増加となります。

個人市民税 46.1%

法人市民税 4.7%

固定資産税 42.4%

都市計画税 3.7%

軽自動車税 0.9%

市たばこ税 2.2%
その他 0.0%

市税内訳
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４　歳出の状況（一般会計）

■ 歳出款別一覧表（一般会計）

款 款名称 平成31年度 平成30年度 増減額 伸率
31年度
構成比

30年度
構成比

1 議会費 255,682 263,812 △ 8,130 △ 3.1 1.0 1.1

2 総務費 2,632,051 2,621,823 10,228 0.4 10.3 10.9

3 民生費　 12,087,910 10,593,015 1,494,895 14.1 47.4 44.2

4 衛生費　　　　　 2,126,842 2,012,564 114,278 5.7 8.3 8.4

5 労働費 3,612 - 3,612 皆増 0.0 -

6 農林水産業費　 136,691 154,963 △ 18,272 △ 11.8 0.5 0.6

7 商工費　 226,590 214,249 12,341 5.8 0.9 0.9

8 土木費　　　　 2,703,723 2,417,083 286,640 11.9 10.6 10.1

9 消防費　　 906,960 908,381 △ 1,421 △ 0.2 3.5 3.8

10 教育費　 3,247,854 3,515,129 △ 267,275 △ 7.6 12.7 14.7

11 災害復旧費　 6 6 0 0.0 0.0 0.0

12 公債費　 1,192,078 1,242,589 △ 50,511 △ 4.1 4.7 5.2

13 諸支出金　 3,001 3,386 △ 385 △ 11.4 0.0 0.0

14 予備費　 30,000 30,000 0 0.0 0.1 0.1

25,553,000 23,977,000 1,576,000 6.6 100.0 100.0

（単位：千円、％）

合計
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○総務費は、市役所本庁舎外壁改修工事が皆減したものの、参議院議員選挙事

務の皆増などにより、１，０２２万８千円、０．４％の増加となります。

○民生費は、国民健康保険特別会計繰出金が減少したものの、認可保育所等整

備費補助金や施設型給付費の増加などにより、１４億９，４８９万５千円、

１４．１％の増加となります。

○衛生費は、平成３１年３月の日東衛生組合解散に伴い、日東衛生組合負担金

が皆減したものの、これまで組合が処理してきた、し尿の受入のための南部

浄化センター整備事業負担金の皆増、成人予防接種委託料の増加などによ

り、１億１，４２７万８千円、５．７％の増加となります。

○農林水産業費は、農業用施設整備工事の減少などにより１，８２７万２千

円、１１．８％の減少となります。

○商工費は、企業再投資補助金の皆増などにより、１，２３４万１千円、５．

８％の増加となります。

○土木費は、市道藤島１号線整備事業が皆減したものの、市道黒笹三本木線整

備事業の工事請負費の増加などにより、２億８，６６４万円、１１．９％の

増加となります。

○教育費は、南小学校外壁改修工事が皆増したものの、小中学校トイレ改修事

業の減少、放課後子ども教室開催事業を民生費に付け替えたことによる皆減

などにより、２億６，７２７万５千円、７．６％の減少となります。

○公債費は、平成１１年度に借入れた減税補てん債や平成２１年度に借入れた

学校給食センター設備整備事業の起債償還が平成３０年度で終わることなど

により、５，０５１万１千円、４．１％の減少となります。

議会費 2,818
総務費 29,007

民生費 133,221
衛生費

23,440
労働費

40

農林水産業費

1,506

商工費 2,497

土木費 29,798

消防費 9,996

教育費 35,795

公債費

13,138

その他

364

１人あたりの歳出内訳

予算額(１人あたり) 281,619円

※平成31年1月1日人口：90,736人

（単位：円）
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５　歳出性質別の状況（一般会計）

■ 歳出性質別一覧表（一般会計）

平成31年度 平成30年度 増減額 伸率
31年度
構成比

30年度
構成比

義務的経費 11,010,066 10,414,592 595,474 5.7 43.1 43.5

人件費 4,469,378 4,315,253 154,125 3.6 17.5 18.0

扶助費 5,348,610 4,856,750 491,860 10.1 20.9 20.3

公債費 1,192,078 1,242,589 △ 50,511 △ 4.1 4.7 5.2

投資的経費 2,270,454 1,418,467 851,987 60.1 8.9 5.9

普通建設費 2,270,448 1,418,461 851,987 60.1 8.9 5.9

災害復旧費 6 6 0 0.0 0.0 0.0

その他の経費 12,272,480 12,143,941 128,539 1.1 48.0 50.6

物件費 6,387,532 6,155,522 232,010 3.8 25 25.7

維持補修費 276,183 260,525 15,658 6.0 1.1 1.1

補助費等 2,423,349 2,571,776 △ 148,427 △ 5.8 9.5 10.7

積立金 6,005 3,390 2,615 77.1 0.0 0.0

投資・出資・貸付金 120,001 120,001 0 0.0 0.5 0.5

繰出金 3,029,410 3,002,727 26,683 0.9 11.8 12.5

予備費 30,000 30,000 0 0.0 0.1 0.1

25,553,000 23,977,000 1,576,000 6.6 100.0 100.0

■ 最近１０年間の義務的経費の当初予算計上額の推移

（単位：千円、％）

※グラフでは、平成２２年度「竹の山小学校・日進北中学校」新設校用地取得事業借換分（１７億６,４００万円）が
含まれています。
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■ 最近１０年間の普通建設費の当初予算計上額の推移
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○義務的経費（人件費、扶助費、公債費の３つを指し、支出が義務づけられ任意に削減できない経

費）は、５億９，５４７万４千円、５．７％の増加となります。

○義務的経費が増加した主な理由は、公債費が減少したものの、扶助費が施設

型給付費の増加などにより、４億９，１８６万円、１０．１％増加したこと

などによるものです。

○投資的経費は、８億５，１９８万７千円、６０．１％の増加となります。

○投資的経費が増加した主な理由は、小中学校トイレ改修事業が減少したもの

の、認可保育所等整備費補助金や市道黒笹三本木線整備事業の工事請負費の

増加などによるものです。

○その他の経費は、１億２，８５３万９千円、１．１％の増加となります。

○その他の経費が増加した主な理由は、日東衛生組合負担金などの補助費等が

１億４，８４２万７千円、５．８％減少したものの、日進美化センター運転

業務委託料、成人予防接種委託料などの物件費が２億３，２０１万円、３．

８％増加したことなどによるものです。

○近年の義務的経費の推移としては、平成２７年度から増加しており、上昇傾

向となっています。

○近年の普通建設費の推移としては、年度により大きく変動しており、平成２

３～２４年度は、「竹の山小学校・日進北中学校」の建設事業などにより増

加、平成２７年度は、社会保障関係経費等経常経費の増加に伴い、普通建設

費は大幅に減少しています。平成３１年度は、認可保育所等整備費補助金や

市道黒笹三本木線整備事業の工事請負費などにより増加しています。

10



６　基金の状況（一般会計）

■ 基金残高表

基金名称
平成３０年度末
残高見込み

平成３１年度
繰入予定額

平成３１年度
積立予定額
（元金＋利子）

平成３１年度末
残高見込み

財政調整基金 2,066,576 476,249 1,531 1,591,858

減債基金 13,514 0 13 13,527

公共施設整備基金 1,478,266 0 1,099 1,479,365

地域福祉基金 253,398 126,481 229 127,146

森林環境譲与税基金積立金 0 0 3,000 3,000

東部丘陵保全基金 6,613 6,192 1 422

災害対策基金 145,445 0 132 145,577

合計 3,963,812 608,922 6,005 3,360,895

■ 最近１０年間の基金繰入金の当初予算計上額の推移

（単位：千円）

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

その他

公共施設整備基金

財政調整基金

百万円

年度

○平成３１年度の基金からの繰入金は、前年度比較で８，２１４万１千円、

１５．６％増加し、６億８９２万２千円となります。

○このうち、財源不足に対応するために財政調整基金からは前年度比較で

４，５３５万３千円、８．７％減少の４億７，６２４万９千円を繰り入れ

ます。また、地域福祉基金からは認可保育所等整備費補助金に充てるた

め、１億２，６４８万１千円を繰り入れます。

○前年度からの繰越金による歳入増額や入札残・執行残による歳出減額等が

見込まれるため、実際に取り崩す額は、当初予算計上より減少する見込み
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７　地方債の状況（一般会計）

■ 最近１０年間の市債（歳入）の当初予算計上額の推移

■ 最近１０年間の市債残高（見込み）の推移

※平成３０年度及び平成３１年度の残高は見込みです。

※グラフでは、平成２２年度「竹の山小学校・日進北中学校」新設校用地取得事業借換分（１７億６,４００万
円）が含まれています。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

百万円
市債残高のうち赤字地方債

市債残高のうち建設地方債

年度

0

1,000

2,000

3,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

百万円
市債発行額のうち赤字地方債

市債発行額のうち建設地方債

年度

○市債には、主として保育園や学校など公共施設を整備するための財源とし

て借入れるもの（建設地方債）と、一般財源の不足を補い、どのような経

費にも充てられるもの（赤字地方債）があります。

○平成３１年度は、福祉施設、都市基盤整備、教育施設の建設や大規模改修

等の財源の一部として、建設地方債を充当します。

〇上記事業の財源として、２億９，３００万円を計上しており、建設地方債

は、前年度比較で１億５，８００万円の増加となります。

○市債の残高は、「竹の山小学校・日進北中学校」の用地取得を行った平成

２１年度の約１７５億円をピークに少しずつ減少傾向にあり、平成３１年

度末時点では、約９５億１，５００万円となる見込みです。

○市債残高のうち、臨時財政対策債等の赤字地方債の残高は、普通地方交付

税不交付団体が継続する限り、減少することが見込まれます。

9,51510,289
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８　都市計画税充当事業

■ 都市計画税充当表

国県
支出金

市債 一般財源

７
土木費

４
都市計
画費

２
街路整備
事業費

（都）野方三ツ池
公園線整備事業

18,000 3,200 0 14,800 10,017

３
土地区画
整理費

赤池箕ノ手土地区
画整理推進支援事
業

152,500 65,000 52,000 35,500 24,027

香久山西部土地区
画整理推進支援事
業

30,000 0 0 30,000 20,305

４
下水道費

下水道事業特別会
計繰出金

693,485 0 0 693,485 469,372

１１
公債費

１
公債費

１
元金

公園整備事業償還
金元金

54,650 0 0 54,650 36,989

２
利子

公園整備事業償還
金利子

3,556 0 0 3,556 2,407

952,191 68,200 52,000 831,991 563,117合計

一般財源
のうち
都市計画
税充当額

(単位：千円）

款 項 目 事業名 予算額

財源内訳

○都市計画税は、市街化区域内に所在する土地又は家屋の所有者に対して課

すことができる目的税です。都市計画事業又は土地区画整理事業に要する

経費に充当します。

○街路整備事業、土地区画整理組合補助等事業、下水道事業特別会計への繰

出金のほか、平成１１～１２年度に借り入れた野方三ツ池公園整備事業、

平成１５～１８年度に借り入れた上納池スポーツ公園整備事業、平成１９

～２１年度に借り入れた街区公園整備事業の市債の元利償還金にも充当し

ています。

○充当金額は、５億６，３１１万７千円となっています。
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９　森林環境譲与税充当事業

■森林環境譲与税充当表

0 0 523 300

合計 4,568 0 0 4,568 3,900

10
教育費

3
中学校
費

1
学校管
理費

中学校管理事業 523

0 3,000 3,000

10
教育費

2
小学校
費

1
学校管
理費

小学校管理事業 1,045 0 0 1,045 600

一般財源
のうち
森林環境
譲与税充
当額

国県
支出金

市債 一般財源

6
農林水
産業費

2
林業費

1
林業振
興費

森林保全保護事
業

3,000 0

款 項 目 事業名 予算額

財源内訳

○森林環境譲与税は平成３１年度から創設された目的税です。森林を守るた

めの財源として、市町村が行う森林整備やその促進に関する費用等に充て

ることとされています。

○小学校管理事業、中学校管理事業における、学校の机・いすの購入の一部

に充てるほか、将来の事業の財源とするため、森林環境譲与税基金にも積

立てます。
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１０　地方消費税交付金充当事業

■ 引上げ分の地方消費税交付金充当表

2,038,856

4,128,382

54,051

75,369

6,066

135,486

66,455

89,832

156,287

101,868

95,381

87,449

284,698

576,471

643,327

1,119,244

729,524

683,069

626,263

387,088

539,755

43,439

970,282

475,917

477,453

3,438,269

0

28

1

29

0

0

0

0

18,231

4,660

22,891

22,920

18,204

202,149

92,745

358,091

26,617

739,509

1,873,239

145,919

2,758,667

183,945

合計

1,126,597

2,413,022

189,359

3,728,978

659,862

661,531

1,321,393

822,269

1,059,391

657,540

2,539,200

7,589,571

社
会
保
険

国民健康保険事業

介護保険事業

小計

保
健
衛
生

後期高齢者医療事業

福祉医療事業

疾病予防対策事業

小計

一般財源のう
ち引上げ分の
地方消費税交
付金充当額

国県
支出金

社
会
福
祉

障害者福祉事業

児童福祉事業

生活保護扶助事業

小計

その他
特定財源

一般財源

財源内訳

事業名 予算額

(単位：千円）

○消費税率（国・地方）が平成３１年１０月１日から１０％に引き上げられる

予定となっており、これに含まれる地方消費税率についても１．７％から２．

２％に引き上げられることとなります。しかし、引き上げられた地方消費税

が国・県を通じ、市町村に交付されるまでには、一定期間を要することから、

平成３１年度は、昨年度同様、地方消費税交付金の１７分の７に相当する額

を社会保障経費に充てることとしています。

○地方消費税率引上げ分の税収は、その使途を明確にし、主として今後も増加

が見込まれる社会保障経費の財源とすることとされています。

○引上げ分の地方消費税収は、障害者福祉事業、児童福祉事業、生活保護扶助

事業などの「社会福祉」や、国民健康保険事業、介護保険事業などの「社会

保険」、後期高齢者医療事業、福祉医療事業、疾病予防対策事業などの「保

健衛生」に係る事業に充当しています。

○平成３１年度の地方消費税交付金は、１４億円となっており、そのうち、社

会保障財源分は５億７，６４７万１千円となっています。
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１１　一般会計予算を家計に例えると

73,000 繰出金（他会計）

556,000615,000

1,000

費目 平成31年度 予算科目

7,000

繰入金（基金）

市債

合計 615,000

家族からの援助 0 繰入金（他会計）

貯金の取り崩し 15,000

ローン

17,000

20,000

比較

40,000

59,000

0

417,000
市税、負担金、使用料、手
数料等の自主財源

176,000

平成26年度

377,000

142,000

0

556,000

平成26年度

74,000

56,000

1,000

131,000154,000

予算科目

公債費

扶助費

物件費

61,000

0

61,000

0

平成31年度

29,000

101,000

101,000

37,000

55,000

107,000

129,000

（単位：円）

（単位：円）

比較

6,000

28,000

△ 8,000

6,000

23,000

△ 13,000

地方譲与税、交付税、交付
金、国・県支出金

34,000

0

59,000

補助費等、投資・出資・貸
付金

積立金

予備費

普通建設費、維持補修費

人件費

△ 2,000

△ 13,000

0

17,000

ローンの返済

医療費

食費

費目

給料

合計

家族への援助

貯金

保険料・税金・
親戚や友人への援助

消耗品・光熱水費・備品購入　等

自宅の修繕、増改築

予備費

親からの援助

市の予算書等を見ても、金額が多いうえ言葉も専門的で分かりにくいとい
う方にも、より身近に感じていただけるように、平成３１年度一般会計の当
初予算を年収５００万円の１ヶ月あたりの家計収支に例えて、５年前の平成
２６年度の当初予算と比較してみました。

収 入

支 出

月給417,000円に対し、支出総額は615,000円もあります。支出の内訳をみると、最も
多額になっているのは、消耗品・光熱水費・備品購入等の154,000円です。
また、簡単に削ることのできない食費、医療費、ローンの返済をあわせると265,000
円になります。

なお、月額の支出合計が月給を上回ることから、その不足分を親からの援助、貯金

の取り崩し、ローンなどで補っています。
平成26年度と比較すると、支出では、ローンの返済と保険料・税金・親戚や友人へ
の援助が減少しており、他の費用のほとんどが増加しています。収入では、自宅の修
繕、増改築に充てるローン（借入金）が減少しており、給料は増加していますが、親か
らの援助も増加していることが分かります。
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年度末市債残高

年度末基金残高

2,744,000

969,000 710,000

△ 1,356,000

259,000

4,100,000

内容比較平成31年度 平成26年度

（単位：円）

貯金残高

借金残高

費目

借金及び貯金残高の見込

当初の予定通りに収入や支出が行われると、平成31年度末時点での借金残高が
2,744,000円、貯金残高が968,000円となります。
平成26年度と比較すると借金残高は減少し、貯金の残高が増加していることが分か
ります。

18



１２　主要事業一覧
※　基本目標ごとに今年度のＰＲ事業を区分によらず、先頭にまとめています。

１　子育て・健康長寿を支えるまちづくり

２　安全・安心で、自然と共生した暮らしの実現

３　快適で利便性の高い持続可能な都市づくり

２－４ 感染症対策

１－１
子育て・子
育ち支援

１－１ 道路

１－１ 道路

２－１
市街地の形
成

１－３ 交通安全

区分

１－２ 消防・救急

１－１

中事業名 事業費（千円）

4,202

２－２ 母子保健
母子健康相談・教育事業
（利用者支援事業・産後ケア事業）

3,524

中事業名 事業費（千円）

消防施設維持管理事業（ＡＥＤ更新事業） 5,733

子育て・子
育ち支援

認可保育所等支援事業（保育園整備等事業） 778,835

予防接種推進事業
（風しん対策等疾病予防事業）

２－３

１－２
高齢者福祉・
介護保険 高齢者福祉・介護保険事業計画推進事業 1,815

地域医療

事業課 ページ

子ども・子育て支援事業（子ども・子育て支援
事業計画策定事業／祖父母手帳委託事業）

2,091 子育て支援課 21

公立保育園維持整備事業
（公立保育施設再整備計画策定事業）

5,324 こども課 25

22

保健センター運営事業
（骨髄ドナー支援事業）

210

地域福祉課 26

区分

こども課

23

62,069

27

１－３
障害者・障
害児福祉

１－４ 地域福祉

健康課 28

地域福祉推進事業
（ボランティアドライバー養成事業）

242 地域福祉課 27

地域福祉計画推進事業 1,066 地域福祉課

障害者福祉センター管理運営事業
（障害者福祉センター整備等事業）

こども課 26

事業課 ページ

１－１
防災・危機
管理 防災情報システム等維持整備事業 2,503 危機管理課 29

区分

30

30交通安全対策事業（交通安全施設整備事業） 8,000 道路建設課

都市計画課
（基幹施設整備室） 32

中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

スマートインターチェンジ整備事業 62,489

放置自転車対策事業 5,142 生活安全課 31

35

香久山西部土地区画整理組合推進支援事業 30,000 区画整理課 36

赤池箕ノ手土地区画整理組合推進支援事業

市道（赤池・浅田２号線、竹の山68号線）整備事業 29,000 道路建設課 38

36

３－４ 上・下水道 日進美化センター管理運営事業 148,593 環境課

道路長寿命化事業 82,592 道路建設課

交通安全対策事業
（通学路交通安全プログラム整備事業）

11,204

（仮称）北部土地区画整理組合設立支援事業

道の駅整備事業

日進駅西土地区画整理組合推進支援事業

市道黒笹三本木線整備事業 309,000 道路建設課

37

30,221 都市計画課
（基幹施設整備室）

区画整理課 35

健康課

10,930

33

34

10,000 区画整理課

39

道路建設課 39

危機管理課

健康課 24

152,500 区画整理課

ＰＲ事業

新規

新規

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

ＰＲ事業

新規

新規

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業

拡充

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業

拡充

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業

新規

新規
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４　暮らしを支える産業の振興

５　次代を担う人を育み、生涯学び続けられる環境づくり

６　市民自治力と行政経営力の向上

　　修繕予算枠

　　主な特別会計

　国民健康保険特別会計

　後期高齢者医療特別会計

　介護保険特別会計

　下水道事業特別会計

52

１－1 義務教育

区分

１－２ 商業の振興

１－２ 交通対策

公園・緑地

２－１
市街地の形
成

40

41

公共交通対策事業 149,220 生活安全課

都市計画推進総務事業（都市計画決定事業）

３－２

農業の振興
農業経営者支援事業
（有害鳥獣被害防止対策事業）

2,635 産業振興課

区分 中事業名 事業費（千円）

１－１

事業課

１－２ 学校給食 給食センター施設・設備整備事業 107,236 学校給食センター

49

区分 中事業名 事業費（千円） 事業課 ページ

２－６

２－２

46

２－１
生涯学習の
推進

文化施設維持管理事業
（市民会館管理運営事業）

22,424 生涯学習課 47

2,141,616 下水道課

地域コミュニ
ティ活動支
援

地域コミュニティ推進事業
（地域集会所建設等事業）

生涯スポー
ツの推進

生涯スポーツ普及事業

スポーツ施設維持管理事業
（総合運動公園再生整備事業）

にぎわい交流館管理運営事業

図書館

総合計画推進事業（第６次総合計画策定事業） 9,589行政運営

公園・児童遊園等整備事業 14,602 都市計画課

事業費（千円）

18,429 都市計画課

図書館運営事業（図書館システム更新事業） 20,662 図書館

高等学校等補助事業（修学助成事業） 11,501 教育総務課

44

43

ページ

6,460,099 保険年金課 53

51

24,951 市民協働課 50

12,500 市民協働課

3,707 生涯学習課

48

300 生涯学習課 49

14,070

ページ

ページ

6,540

産業振興課 42

43

事業費（千円） 事業課

ページ

41

2,041,455 保険年金課 54

5,210,663
介護福祉課
（地域福祉課） 55

４－１

２－１

企画政策課 51

３－１
男女平等推
進

男女共同参画推進事業
（第３次男女共同参画プラン策定事業）

1,906 市民協働課

50

２－２
市民参加・
市民協働・
大学連携

会計名

56

予算額（千円） 事業課

45

事業課

商工業振興事業（企業再投資促進事業）

区分 中事業名

１－４

１－1 義務教育
小・中学校管理事業（トイレ等改修事業） 教育総務課60,802

小・中学校管理事業（ＩＣＴ環境整備事業） 56,569 教育総務課

46

中事業名

観光・レクリエー
ションの振興 観光振興事業 産業振興課

拡充

ＰＲ事業

ＰＲ事業

拡充

ＰＲ事業

新規

ＰＲ事業

新規

拡充
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１３　主要事業概要

１-１ 子育て・子育ち支援

●子ども・子育て支援事業計画策定事業 事業費　1,798千円

●祖父母手帳委託事業 事業費　　293千円

子ども・子育て支援事業（子ども・子育て支
援事業計画策定事業／祖父母手帳委託事業）

子育て支援課

子どもの育ちを地域で支えるまちを目指して

祖父母の皆さんの「孫育て」を応援します！

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

報酬 84 千円

一般財源 2,091 千円 その他の経費 2 千円
その他 0 千円 委託料 1,998 千円

１　子育て・健康長寿を支えるまちづくり

事業費 2,091 千円

地方債 0 千円 謝礼 7 千円
財
源
内
訳

　「孫育て」に関する相談ができたり、孫を連れ
て遊びに行ける施設や、利用できるサービス、子
育ての昔と今などを紹介した「孫育て」に役立つ
情報を掲載した「祖父母手帳」を作成し、親世代
と祖父母世代が協力して次世代を担う、子ども達
の健全な育ちを支えていく環境づくりを進めま
す。

　平成２７年３月に策定した「日進市子ども・子
育て支援事業計画」の第二期計画（平成３２年度
から５年間）を策定します。
　子ども及び子どもを養育している者に必要な支
援を行い、妊娠、出産期から学齢期に至るまでの
期間を切れ目なく支援することにより、一人ひと
りの子どもが健やかに育ち、社会の一員として成
長することができる環境を整備することを目指し
ます。

ＰＲ事業

新規
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２－３ 地域医療

保健センター運営事業
（骨髄ドナー支援事業）

健康課

一般財源 105 千円 その他の経費

事業費 210 千円

0 千円

　白血病などの血液の病気の重要な治療法の一つである骨髄等の移植推進・ド
ナー登録の増加を図るため、公益財団法人日本骨髄バンクが実施する骨髄バン
ク事業で、骨髄又は末梢血幹細胞の提供を行ったドナー及びその方が勤務する
一つの事業所に対して、入通院及び面接にかかった日数に応じて助成金を交付
します。

◆助成内容
　ドナー：１日あたり２万円（最大７日間）
　事業所：１日あたり１万円（最大７日間）

骨髄ドナーと事業所を支援します

財
源
内
訳

国庫・県支出金 105 千円 主
な
経
費

補助金 210 千円
地方債 0 千円 0 千円
その他 0 千円 0 千円

ＰＲ事業

新規
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２－４ 感染症対策

健康課
予防接種推進事業
（風しん対策等疾病予防事業）

地方債
45,909

風しん対策等疾患予防事業を充実します

　妊婦が風しんに感染することで起きる可能性がある、先天性風しん症候群を
予防し、妊婦と新生児の健康を守ること及び風しんの感染防止を目的に、風し
ん対策の充実を図ります。
　また、高齢者任意肺炎球菌予防接種費助成金交付事業の対象年齢の拡大や特
別の理由による任意予防接種費助成交付事業を開始します。

◆風しん対策事業（事業費：48,998千円）
（１）３９歳から５６歳までの男性を対象とした定期予防接種の開始
　　　風しんの感染防止のために、抗体保有率が低い世代の男性に対して、
    ３年間限定で市内医療機関や事業所健診の機会等に抗体検査を行い、
　　検査の結果において抗体が十分ではないと判定された方に対して予防
　　接種を無料で行います。
　　※　対象：昭和３７年４月２日～昭和５４年４月１日生まれの男性

（２）任意予防接種費助成金交付事業の対象者拡大
　　　①妊娠を希望する妊娠していない女性
　　　②妊娠を希望する妊娠していない女性の配偶者及び同居者
　　　③妊婦の配偶者及び同居者
　　　④３０歳から５０歳代までの男性（定期接種対象者は除く）

◆高齢者肺炎球菌予防接種事業（事業費：12,791千円）
（１）定期予防接種の経過措置の延長
　　　平成３１年度から５年間、引き続き、６５歳、７０歳、７５歳、８０
　　歳、８５歳、９０歳、９５歳又は１００歳の方を定期予防接種の対象と
　　します。

（２）任意予防接種費助成金交付事業の対象者拡大
　　　任意予防接種費の助成対象者を、７０歳から６５歳に引き下げ拡大し
　　ます。また、再接種についても引き続き対象とします（定期予防接種を
　　含めて２回まで）。

◆特別の理由による任意予防接種費助成金交付事業（事業費：280千円）
　骨髄移植手術等の医療行為により抗体が失われ、既
に接種した定期予防接種の効果が期待できないと医師
に判断された方へのワクチン再接種の費用を助成しま
す（原則２０歳未満）。

一般財源 45,255 千円 その他の経費 279 千円
その他 0 千円 0 千円

千円

事業費 62,069 千円

0 千円 助成金 15,881 千円
財
源
内
訳

国庫・県支出金 16,814 千円 主
な
経
費

委託料

ＰＲ事業

拡充
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１-１ 子育て・子育ち支援

こども課
公立保育園維持整備事業
（公立保育施設再整備計画策定事業）

一般財源

子どもたちの未来を育む保育園を計画します

千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料 5,324

事業費 5,324 千円

千円
地方債 0 千円 0 千円

5,324

　増加、多様化する保育ニーズに的確に対応し、継続的・安定的に保育サービ
スを提供し続けるため、保育所の役割を改めて整理し、老朽化の進む公立保育
園施設の改修に合わせて、効率的、効果的に施策を推進する「公立保育施設再
整備計画」を策定します。

◆計画期間は１０年間程度
　中長期的な視点で効率的・効果的な体制を整備
するための計画とします。

◆将来児童数・保育園児数等の見通しを検討
　保育所運営・維持管理の民営化も視野に
入れ、公立保育園の役割を踏まえた適正配
置等を考慮しながら、保育需要・地域バラ
ンス等に対応した再整備計画を策定します。

◆市東西拠点施設の再整備を検討
　宅地開発が進み保育ニーズが高い地域に
ありながら、老朽化が進む東部保育園・梅
森保育園などを重要拠点施設に位置づけ、
再整備計画を策定します。

新規

屋根点検の様子
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１－２ 高齢者福祉・介護保険

１－３ 障害者・障害児福祉

障害者福祉センター管理運営事業
（障害者福祉センター整備等事業）

　障害者福祉センター内すくすく園の通園児が天候に関わらず快適に利用でき
るように、中庭を囲む回廊型の通路周辺を改修します。

◆中庭オーニング追加工事
　雨除けや日除けのため、通路の庇部分
に可動式テントを増設します。

◆ゴムチップ舗装改修工事
　雨天時でも滑らず安全性を高めるた
め、通路中央のゴムチップ舗装を全面
敷きに改修します。

地域福祉課高齢者福祉・介護保険事業計画推進事業

こども課

すくすく園の中庭通路をより快適に改修します

一般財源 4,202 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

工事請負費 4,202

高齢になっても、いきいきとした暮らしを！

　高齢になっても住み慣れた地域でいきいきと暮らせる
まちづくりを目指し、老人福祉法と介護保険法に基づ
き、高齢者福祉計画と介護保険事業計画を一体のものと
して「にっしん高齢者ゆめプラン」を策定します。
　平成３１年度は、本市の状況、特に高齢者を取り巻く
現状調査のために、高齢者の皆様にアンケートを実施し
ます。
　平成３２年度は、この結果を踏まえた上で、これから
の高齢者福祉のあり方を示すため、向こう３年間（平成
３３年～平成３５年）の基本的な考え方、それぞれの計
画の推進、介護保険事業の見込み等の項目別に計画を策
定します。

事業費 4,202 千円

千円
地方債 0 千円 0 千円

一般財源 1,815 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料 1,815

事業費 1,815 千円

千円
地方債 0 千円 0 千円

新規
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１－４　地域福祉

地域福祉計画推進事業

地域福祉推進事業
（ボランティアドライバー養成事業）

　地域福祉の推進に向けた、地域の助け合いの仕
組みづくりを構築するため策定した「にっしん幸
せまちづくりプラン」（第２次地域福祉計画・第
４次地域福祉活動計画）が、計画期間（平成２７
年度～平成３７年度）の中間年を迎えることか
ら、国の動向や地域の実情を踏まえながら、計画
を見直します。

まちのしあわせづくりを見つめなおします

一般財源 1,066 千円 その他の経費 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

印刷製本費

その他 0 千円 0 千円

66 千円
地方債 0 千円 委託料 1,000 千円

地域福祉課

地域福祉課

一般財源 242 千円 その他の経費 0 千円

事業費 1,066 千円

高齢者や障害者等の移動を支えます

　福祉有償運送を行うＮＰＯ法人が抱え
るドライバー不足を解消し、公共交通機
関の利用が困難な高齢者や障害者等の移
動手段を確保するため、福祉有償運送ド
ライバー養成講習会（座学・路上運転実
技・介助実技等）を開催します。

その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料 242

事業費 242 千円

千円
地方債 0 千円 0 千円

新規

新規
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２－２ 母子保健

◆利用者支援事業（子育て世代包括支援センター事業）

健康課
母子健康相談・教育事業
（利用者支援事業・産後ケア事業）

妊娠期から切れ目のない支援をします

　妊娠期から子育て期にわたって母子保健や子育て
に関する相談等にきめ細かく対応できるよう専任の
コーディネーターを配置し、にっしん子育て総合支
援センターに配置されている子育てコーディネー
ターと連携しながら相談・支援を行います。

◆産後ケア事業
　産後間もない母親と子どもが指定の施設に宿泊
し、心身のケアや授乳指導、育児サポート等を受
けられる宿泊型産後ケア事業を継続して行います。

3,069 千円 その他の経費 33 千円
その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 455 千円 主
な
経
費

賃金

事業費 3,524 千円

2,581 千円
地方債 0 千円 委託料 910 千円

一般財源
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１－１　防災・危機管理

危機管理課防災情報システム等維持整備事業

市町村防災支援システムの運用を開始します

　総務省の「災害情報伝達手段等の高度化事業」において、市町村の災害対応
業務の効率化や避難勧告等の迅速な意思決定を支援するため開発された「市町
村防災支援システム」の運用を開始します。

千円

一般財源 2,503 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

◆避難判断プロセスの効率化
　システムで気象情報等を分析し、避難情報を発令する地域や時間帯を予測す
ることができるため、効率的に避難判断を行うことができます。

◆防災情報の一元化
　地域住民の方々への避難情報等の一括配信や被害情報の管理等をシステムで
一元化することができるため、情報の漏れ・抜けの防止に繋がります。

２　安全・安心で、自然と共生した暮らしの実現

事業費 2,503 千円

地方債 0 千円 0 千円
財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

使用料及び賃借料 2,503

新規

ＰＲ事業

避難所開設訓練の様子

29



１－２　消防・救急

１－３　交通安全

危機管理課
消防施設維持管理事業
（ＡＥＤ更新事業）

道路建設課
交通安全対策事業
（交通安全施設整備事業）

交通安全を図るための環境を整備します

　道路利用者の安全を確保するため、防
護柵や区画線の設置をはじめ、カラー塗
装等によりドライバーに注意喚起を促す
などの道路環境の整備を行い、交通安全
の確保を図ります。

一般財源 8,000 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

工事請負費

ＡＥＤを更新して、万が一に備えます

事業費 8,000 千円

8,000 千円
地方債 0 千円 0 千円

◆統一された機器の導入
　従前は各施設において、別々の機器を使用していたため、ＡＥＤ使用者は機器ごと
に異なる操作を行う必要がありましたが、一括管理による統一規格を導入することに
より、機器操作が統一されます。

◆教育施設では２４時間利用が可能
　小中学校の体育館付近に専用の格納箱を設け、これまで
保健室にしか設置していなかったＡＥＤを、２台体制にす
ることで、夜間土日の学校開放や周辺での緊急利用に対応
します。

◆経費削減効果
　各施設で維持管理し、個別に購入やリースの事務を
行っていましたが、一括管理とすることで価格抑制や、
各施設の事務負担削減を目指します。

一般財源 5,733 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

使用料及び賃借料

事業費 5,733 千円

3,685 千円
地方債 0 千円 備品購入費 2,048 千円

ＡＥＤが更新される小中学校

カラー塗装を実施した道路
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生活安全課放置自転車対策事業

駅前の放置自転車対策を重点的に行います

その他 240 千円

事業費 5,142 千円

　良好な歩行空間の確保や緊急時の災害活
動等を迅速に行えるよう、米野木駅前の放
置自転車対策として、放置禁止区域を設け
ます。
　これにより、市内の３駅すべてに放置禁
止区域が設けられ、景観悪化を防止するこ
とにも繋がります。

一般財源 4,902 千円 その他の経費 0 千円

財
源
内
訳

0 千円

4,188 千円
地方債 0 千円 工事請負費 954 千円

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料
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１－１　道路

　　都市計画課

スマートＩＣ整備に向けた検討を行います

0 千円 主
な
経
費

委託料 62,489 千円

一般財源 62,489 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

３　快適で利便性の高い持続可能な都市づくり

事業費 62,489 千円

地方債 0 千円 0 千円
財
源
内
訳

国庫・県支出金

スマートインターチェンジ整備事業 （基幹施設整備室）

　東郷ＰＡ付近に整備を検討しているスマートＩＣは、周辺の各拠点からの
高速道路へのアクセス向上による産業振興・物流効率化や、一般道路の渋滞
緩和、観光施設及び防災拠点へのアクセスの向上などが期待されています。
　早期に東名高速道路と連結する許可を国土交通省から得ることを目標に、
平成３０年度までに続き、スマートＩＣ及び関連道路の整備の検討を国土交
通省・中日本高速道路株式会社・愛知県と調整し、計画的に行っていきま
す。

◆平成３１年度事業予定
　・スマートＩＣ関連道路詳細設計業務
　・連結許可申請

ＰＲ事業

スマートＩＣ整備予定地（東郷ＰＡ周辺）
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道路建設課市道黒笹三本木線整備事業

三本木町とみよし市を結ぶ道路を整備します

一般財源 21,475 千円 その他の経費 0 千円
その他 154,750 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 44,775 千円 主
な
経
費

委託料 2,000

事業費 309,000 千円

千円
地方債 88,000 千円 工事請負費 307,000 千円

　市道黒笹三本木線は、日進市東部地域における交通の利便性の向上と地域
の活性化を図るとともに、東名三好インター・名鉄豊田線黒笹駅へのアクセ
ス向上を目的とし、三本木町とみよし市黒笹町を結ぶ整備延長１，５７０ｍ
の路線として、平成１９年度から工事を開始しました。
　平成３１年度は、未整備箇所の道路舗装整備工事及び道路築造工事、飛球
防護柵工事を行い、年度内での完成を目指します。

◆工事延長
　・道路築造工事延長　約５０ｍ

整備中の市道黒笹三本木線

ＰＲ事業

整備中の市道黒笹三本木線
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道の駅整備事業 （基幹施設整備室）

千円

　　都市計画課

地域活性化の拠点施設の整備を行います

財
源
内
訳 一般財源 30,221

事業費 30,221 千円

158 千円
地方債 0 千円 委託料 28,876 千円

その他の経費 0 千円
その他 0

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

手数料

千円 補償金　 1,187 千円

　地域活性化の拠点施設として、都市活力やにぎわいが創出され、持続的な
まちの発展と活力につながっていく「道の駅」の整備を目指し、用地取得に
向けた各種手続きや周辺道路の詳細設計業務等を進めます。

◆基本計画の概要
（１）整備路線　主要地方道　瀬戸大府東海線
（２）計 画 地　日進市　本郷町前田　地内
（３）敷地面積　約２０,０００㎡
（４）建築面積　約２,２００㎡
（５）構    造　鉄骨造　地上１階
（６）概算事業費
　　　・道の駅整備費　　約１４億円
　　　・周辺道路等整備費　約２億円

ＰＲ事業

施設配置イメージ
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２－１　市街地の形成

区画整理課（仮称）北部土地区画整理組合設立支援事業

事業費

一般財源

10,930 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料 10,930 千円
地方債 0 千円 0 千円
その他 0 千円 0

35,500 千円 その他の経費

千円
一般財源 10,930 千円 その他の経費 0 千円

北部地区で新しいまちづくりが始まります

事業費 152,500 千円

区画整理課赤池箕ノ手土地区画整理組合推進支援事業

22,500
地方債 52,000 千円 補助金 130,000 千円
その他 0 千円 0 千円

0 千円

赤池箕ノ手地区の土地区画整理事業の推進を図ります

　本市の西の玄関口にふさわしい都市
環境、居住環境の創造と道路、水路、
公園等公共施設の早期整備を促進する
ため、負担金及び補助金を支出するこ
とにより赤池箕ノ手土地区画整理事業
を支援していきます。

財
源
内
訳

国庫・県支出金 65,000 千円 主
な
経
費

負担金 千円

　リニモ古戦場駅・芸大通り駅や名古屋瀬戸道
路長久手インターチェンジに近接した交通利便
性や当地区がもつ魅力や特性を最大限に活か
し、本市の北のエントランス（玄関口）にふさ
わしいまちを土地区画整理事業により整備して
いきます。
　平成３１年度は、組合設立認可申請図書作成
及び本地区の現況等を踏まえた将来的な換地設
計について検討します。
　平成３１年度秋頃の組合設立認可申請を目指
し、必要となる支援を行います。

ＰＲ事業

ＰＲ事業
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　名鉄豊田線日進駅から西へ約１ｋｍと
いう好立地にありながら、長年にわたり
低未利用地でしたが、土地区画整理事業
により新しいまちを形成していきます。
  市補助金を投入することで道路、水
路、公園等公共施設の整備改善を促進
し、良好な都市環境と居住環境の形成を
支援していきます。

区画整理課香久山西部土地区画整理組合推進支援事業

千円 その他の経費

事業費 30,000 千円

0 千円

香久山西部地区の土地区画整理事業の推進を図ります

　既存の市街地である香久山と日生梅森園に囲ま
れた低未利用地にて、新しいまちを形成していき
ます。市補助金を投入することで道路、水路、公
園等公共施設の整備改善を促進し、良好な都市環
境と居住環境を形成するための支援をします。

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

補助金 30,000 千円
地方債 0 千円 0 千円
その他 0 千円 0 千円
一般財源 30,000

事業費 10,000 千円

千円
その他 0 千円 0 千円
一般財源 10,000 千円 その他の経費

日進駅西地区で新しいまちづくりが始まります

0 千円

日進駅西土地区画整理組合推進支援事業 区画整理課

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

負担金、補助及び交付金 10,000 千円
地方債 0 千円 0

ＰＲ事業

ＰＲ事業

商業街区エリアのイメージ図

36



３－４　上・下水道

環境課日進美化センター管理運営事業

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料

57,800 千円
その他 31,421 千円 負担金 51,545 千円

事業費 148,593 千円

26,000 千円
地方債 0 千円 工事請負費 13,248 千円

一般財源 117,172 千円 その他の経費

し尿処理場の運営を日進市が引き継ぎます

　本市及び東郷町のし尿・浄化槽汚泥は、日進美化センター（管理運営：日
東衛生組合）で処理してきましたが、昭和５３年の供用開始後４０年が経過
し、施設の老朽化が顕著になっています。
　耐震工事や改修に多額の費用がかかることや、公共下水道整備に伴い、し
尿及び浄化槽汚泥の処理量が減少傾向にあるため、平成３０年度末で日東衛
生組合を解散し、日進美化センターの管理・運営は、本市が引き継ぎます。
　平成３４年度から隣接する日進市南部浄化センターにおいて、し尿及び浄
化槽汚泥の処理が行えるよう、下水道広域化推進総合事業等により受入施設
を整備するための負担金を支出します。

管理運営を引き継ぐ日進美化センター

ＰＲ事業

新規
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１－１　道路

●市道赤池・浅田２号線整備事業 事業費　6,500千円

●市道竹の山６８号線整備事業 事業費　22,500千円

道路建設課
市道（赤池・浅田２号線、竹の山68号線）整備
事業

歩行者の安全確保のため歩道を整備します

　国道１５３号バイパス、主要地方道名
古屋豊田線、市道赤池・浅田２号線が交
差する赤池２丁目北交差点は、右折帯が
ないことから朝夕のラッシュ時を中心に
交通渋滞が慢性化しています。また、赤
池駅が近接しているにもかかわらず、歩
道が整備されてないことから、自転車利
用者や歩行者の安全が確保されていない
などの問題を抱えています。
　そこで、交通渋滞の緩和や市民の安全
確保を目的として、交差点を改良し右折
帯の設置や歩道を確保します。

　交通安全対策として、竹の山小学校及
び日進北中学校の児童、生徒の安全な通
学路を確保するため、歩道の一部が未整
備だった区間の道路を拡幅します。
　これにより、地域住民の皆さんの日常
生活における移動も円滑になります。

渋滞緩和を図るために交差点を改良します

一般財源 千円
その他 0 千円 0 千円

千円
千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 6,000 千円 主
な
経
費

委託料 6,500

事業費 29,000 千円

23,000 千円 その他の経費 0

地方債 0 千円 工事請負費 22,500

赤池２丁目北交差点

歩道整備予定区間

新規
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道路建設課
交通安全対策事業
（通学路交通安全プログラム整備事業）

　地域住民、警察、学校と連携を図
りながら、路肩や交差点のカラー塗
装等を行うことにより、通学路の安
全を確保します。

国庫・県支出金

道路建設課道路長寿命化事業

一般財源 11,204
その他 0 千円 0 千円

千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 24,993 千円 主
な
経
費

委託料 26,184

0

千円
地方債 0 56,408 千円

　今後、老朽化し補修が必要となる道路施設（橋梁、横断歩道橋、舗装等）が増大
し、このままでは橋梁の架け替えや大規模な修繕工事が必要と
なります。このため、適時に適切な維持管理や補修
を計画的に行うことにより、大規模な工事が生
じないように修繕計画を策定しており、計画に
基づき順次予防的な工事を行うことによって、
ライフサイクルコストの縮減を図ります。
　また、橋梁と横断歩道橋については、法令に
より５年に一度の定期点検を実施し修繕計画の
見直しを行っていきます。

千円 工事請負費

事業費 82,592 千円

老朽化する道路施設を予防的に補修します

一般財源 57,599 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円

通学路の安全を確保します

財
源
内
訳

1,019 千円
地方債 0 千円 工事請負費 10,185 千円

千円 その他の経費 0 千円

0 千円 主
な
経
費

委託料

事業費 11,204 千円

カラー塗装を実施した道路

橋梁工事の予定
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１－２　交通対策

 平成８年に週２日、４コースでスタート
したくるりんばすは、現在では毎日運行、
７コースまでサービスを拡大しており、年
間３２万人以上の方にご利用いただいてい
ます。
　県内屈指の利用者数を誇るくるりんばす
路線を維持するために、次のとおり取り組
みます。

◆巡回バス運行
　安全・快適な運行を担保するため、民間バス事業者を運行事業者とし、プロによ
る運行、車両の整備点検を実施します。なお、市税負担軽減のため、運行経費の一
部については国の補助金を活用します。

◆バス案内業務委託
　バス利用者の利便性と安全性を確保するため、シルバー人材センターへ委託し
て、市役所前でのバスの案内業務を実施します。

◆バス車両購入
　安全性の確保及び修理維持経費抑制の観点から、購入から相当年数が経過した車
両について、順次購入して更新していきます。

　○平成３１年度購入予定台数　１台

◆地域公共交通会議の運営
　地域に合ったより良い公共交通網を形成するため、公募市民、住民団体代表者、
学識経験者、交通事業者、国や県の交通政策担当者などが一堂に会して意見を交わ
す、地域公共交通会議を開催します。

◆定期券、回数券の販売
　市民の皆さまの日常の移動手段としてくるりんばすをご利用いただくために、便
利でお得な定期券・回数券は、市内６所で販売しています。

　○定期券販売場所
　　・にぎわい交流館　・フィール日進店　・鈴木米穀店　・めがねのwith
　　・おりど病院　・プライムツリー赤池

くるりんばすを安全・快適に毎日運行します

115,513 千円
29,100 千円

一般財源 141,720 千円 その他の経費 0 千円

公共交通対策事業 生活安全課

財
源
内
訳

国庫・県支出金 7,500 千円 主
な
経
費

委託料

事業費 149,220 千円

その他 千円 負担金
0 千円 備品購入費

4,607 千円
地方債
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２－１　市街地の形成

３－２　公園・緑地

赤池箕ノ手地区において公園設計を行います

　土地区画整理事業が進む赤池箕ノ手地
区において、４ケ所の公園用地について
計画的に公園整備を進めるため、地区に
おける親しみのある公園となるよう、地
域の方々等の意見を取り入れながら基本
設計を行います。

一般財源 14,602 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

14,602 千円
地方債

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料
0

公園・児童遊園等整備事業

一般財源 18,429

都市計画課

地区ごとの都市づくりのルールを定めます

18,429 千円

18,429 千円
地方債 0 千円 0

千円 その他の経費 0 千円
その他 0

千円 0 千円

事業費 14,602 千円

千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料

事業費

千円

都市計画推進総務事業
（都市計画決定事業）

都市計画課

◆赤池箕ノ手地区
　地区内に４ケ所計画している都市公園の区域を
定めます。
◆香久山西部地区
　建築物の用途、密度、形態等に関する制限を定
める用途地域や地区計画の案を作成します。
◆日進北部地区
　市街化区域編入後も保全する農地について、新
たに生産緑地地区に指定します。
◆日進東部地区
　日進東部地区への企業立地を推進するため、地
区計画の案を作成します。

　現在土地区画整理事業などの計画的な都市づくりを行っている地区について、そ
れぞれの地区の将来の姿に合わせたルールづくりを行います。
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１－２　商業の振興

産業振興課
商工業振興事業
（企業再投資促進事業）

千円 0 千円

市内企業の生産性を向上する支援をします

事業費 14,070 千円

14,070 千円
地方債 0

一般財源 8,208 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 5,862 千円 主
な
経
費

補助金

0 千円

　長年にわたり、地域の経済や雇用基盤を支えている企業の流出を防止する
ため、愛知県と連携し市内における中小企業の再投資にかかる経費の１２％
以内（県支援分５％以内）、大企業にあっては７％以内で拡充支援します。

◆補助対象
　愛知県内に２０年以上かつ市内に１０年以上立地する工場等を有する企業
で、工場、研究所の新設又は増設を行う企業

◆対象分野
　①自動車関連、航空宇宙関連、環境・新エネルギー関連、健康長寿関連、
　　情報通信関連、ロボット関連等

　②愛知県の産業集積の推進に関する基本指針に基づく集積業種（東尾張
　　地域）の分野

４　暮らしを支える産業の振興

新規

ＰＲ事業
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１－１　農業の振興

１－４　観光・レクリェーションの振興

千円
使用料及び賃借料

観光振興事業

農業経営者支援事業
（有害鳥獣被害防止対策事業）

産業振興課

観光事業の振興によるまちづくりを進めます

　本市における観光事業の振興及び観光
情報を『にっしんの魅力』として、にっ
しん観光まちづくり協会が発信します。

一般財源 3,790 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0

540 千円
委託料

事業費 6,540 千円

6,000 千円

産業振興課

財
源
内
訳

国庫・県支出金 2,750 千円 主
な
経
費

地方債 0 千円

有害獣による農作物の被害を防止します

0 千円 補助金 640 千円

　有害獣による農作物の被害を防止し、農
業生産の維持及び向上を図るため、日進猟
友会と連携してイノシシ等を捕獲し、農作
物被害の軽減に努めるとともに、農作物の
防護を目的に防護柵を設置する者に対し、
その経費の一部を補助します。
　また、新たに地域の有害鳥獣捕獲活動の
担い手を確保するため、狩猟免許取得に必
要な費用を補助します。

地方債 0 千円 備品購入費 27 千円
財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料 1,960 千円

一般財源 2,635 千円 その他の経費 8 千円
その他

事業費 2,635 千円

イノシシに踏み荒らされた農地

拡充
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１－1　義務教育

0 千円
一般財源 56,569 千円 その他の経費 0 千円

主
な
経
費

委託料 17,555 千円

教育ＩＣＴの環境を整備します

地方債 0 千円

５　次代を担う人を育み、生涯学び続けられる環境づくり

事業費 56,569 千円

使用料及び賃借料 39,014 千円
財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円

その他 0 千円

　平成３２年度から順次全面実施される新学習指導要領においては、「情報
活用能力」を、言語能力、問題発見・解決能力等と同様に、「学習の基盤と
なる資質・能力」と位置づけるとともに、「各学校において、コンピュータ
や情報通信ネットワークなどの情報手段を活用するために必要な環境を整
え、これらを適切に活用した学習活動の充実を図る」ことを明記していま
す。また、論理的思考力を身に付けることを目的とし、小学校段階でのプロ
グラミングが必修化される等、小中学校における今後の学習活動において、
より積極的なＩＣＴ活用が求められています。

　本市では、平成３１年度、小中学校の普通教室及び小学校のコンピュータ
教室にタブレット端末を導入します。これにより、タブレット端末が現在の
１４０台から約７００台に増台します。
　また、小中学校の全普通教室に高速無線ＬＡＮターミナルを整備し、各普
通教室に設置済みの大型ディスプレイへのタブレット端末画面の投影や、高
速インターネット通信を活用したデジタル教材の利用等が可能になります。

教育総務課
小・中学校管理事業
（ＩＣＴ環境整備事業）

ＰＲ事業

新規
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１－1　義務教育

0 千円

事業費 60,802 千円

1,568
地方債 14,000 千円 委託料 6,286

52,948 千円
一般財源 39,214 千円 その他の経費

教育総務課
小・中学校管理事業
（トイレ等改修事業）

小中学校の教育環境づくりを進めます

　子どもたちは一日の多くの時間を学習・生活の場所である学校で過ごして
います。教育委員会では、より良い環境で子どもたちが授業に臨み、安全・
安心な学校生活を送ることができるよう、老朽化した学校施設の改修と時代
に合う教育環境の整備に取り組みます。

◆小中学校トイレ改修
　昨年度に引き続き、香久山小学校トイレ改修工事を行います。また、東小
学校体育館トイレ改修のための設計業務を行います。

◆梨の木小学校バルコニー改修
　３カ年計画の３年目で、今年度は中庭部分の改修工事を行います。

財
源
内
訳

国庫・県支出金 7,588 千円 主
な
経
費

消耗品費 千円
千円

その他 0 千円 工事請負費
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１－２　学校給食

0 千円 11,485 千円

事業費 11,501 千円

補助金

105,408 千円

0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

印刷製本費 16

一般財源 11,501 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円

千円
地方債

学ぶ意思のある全ての高校生を応援します

事業費 107,236 千円

　家庭の経済状況にかかわらず、学ぶ意
思のある全ての高校生が安心して教育を
受けることができるよう、家庭の教育費
負担の軽減を図ることを目的に、従来の
補助制度を見直し、高等学校等修学助成
制度を開始します。

毎日の給食をお届けするために

◆食缶洗浄機と真空冷却機(２基）の入替工事
　現給食センター竣工後１５年以上が経過しています。食缶洗浄機は竣工時
から、真空冷却機は前給食センター時代
から使用しているもので、機器の老朽化
による不調が目立つようになりました。
　安全で安心な給食を毎日お届けする
ため、新たな機器への更新を行います。

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料

千円
その他 0 千円 0 千円
一般財源 40,236 千円 その他の経費 0

1,828 千円
地方債 67,000 千円 工事請負費

教育総務課
高等学校等補助事業
（修学助成事業）

学校給食センター給食センター施設・設備整備事業　　
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２－１　生涯学習の推進

　市民会館は、生涯学習や文化創造の拠点としての役割を担っています。開
館から３０年以上が経過し老朽化による不具合が随所にみられるため、計画
的に改修工事等を行います。平成３１年度は、舞台芸術の要として親しまれ
ている大ホールを基軸に修繕を行います。

【平成３１年度】
・大ホール舞台吊物改修工事
・大ホール床張替工事

事業費 22,424 千円

22,424

千円 その他の経費 0 千円
その他

千円
地方債 0 千円 0 千円

工事請負費

文化創造の拠点・市民会館の修繕を行います

0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費一般財源 22,424

生涯学習課
文化施設維持管理事業
（市民会館管理運営事業）

客席通路のカーペット張替え 改修予定の吊り物（ワイヤーなど）
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２－２　図書館

0
千円

委託料 9,501 千円
地方債 0

0 千円
一般財源 20,662 千円 その他の経費 千円

千円 使用料及び賃借料 11,161

　図書館に来館される市民のみなさまが、より利用しやすくなるよう図書館
サービスの向上を図ります。

◆図書の自動返却機の導入
　図書の自動返却機を導入します。今後は、この自動返却機と自動貸出機を
組み合わせることにより、よりスムーズに本の貸し借りを行うことができる
ようになります。

◆座席予約システムの導入による学習室利用の利便性向上
　学習室の席の予約システムを導入し、図書館で順番待ちをすることなく、
ご自宅のパソコンやスマートフォン等からWeb予約ができるようになります。

◆ホームページのリニューアル
　図書館ホームページをリニューアルし、図書予約の利便性を向上させるな
ど、見やすく、使いやすいホームページに刷新します。

より利用しやすい図書館を目指します

事業費 20,662 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

千円
その他 0

図書館
図書館運営事業
（図書館システム更新事業）

学習室館内の様子

拡充
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２－６　生涯スポーツの推進

生涯学習課

地方債 0 千円 0 千円
0 千円 主

な
経
費

補助金 300 千円

0 千円 0
その他の経費 0 千円

その他

300 千円

千円
一般財源 300 千円

　日進市レクリエーション協会が行う２０２０東京オリンピック・パラリン
ピックの応援事業を支援するため、補助金を交付します。オリ・パラ応援事
業の内容は、パラリンピック競技の「ボッチャ」を万人向けにアレンジした
「室内ペタンク」の体験会・市民大会の開催。オリ・パラ応援事業は日進市
レクリエーション協会の３５周年記念事業として
実施します。
◆オリ・パラ応援事業
　～レクリエーション協会３５周年記念事業～
平成３１年５月から１０月　ペタンク体験会５回
　　　　１１月　レクリエーションまつりで
　　　　　　　　ペタンクＰＲブース
平成３２年２月　　室内ペタンク市民大会開催

ペタンクでオリ・パラを盛り上げよう！

財
源
内
訳

国庫・県支出金

事業費

0 千円

千円事業費 3,707

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委託料
千円

　総合運動公園では、自然豊かな環境の中で幅広い世代の市民が遊びや健康
づくりを楽しめるよう、施設の再整備を進めています。
　平成３１年度は、野球場の場外スペースに新
設する多目的広場の設計を行います。グランド
ゴルフやマレットゴルフなどのほか多様な用途
に利用できる広場にします。

【平成３１年度】
・多目的広場新設工事設計委託
【平成３２年度予定】
・多目的広場新設工事

一般財源 3,707 千円 その他の経費 0 千円
その他 0

総合運動公園内に新設する広場を設計します

千円 0 千円

3,707 千円
地方債 0

生涯スポーツ普及事業

生涯学習課
スポーツ施設維持管理事業
（総合運動公園再生整備事業）

室内ペタンクの様子

拡充
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２－１　地域コミュニティ活動支援

２－２　市民参加・市民協働・大学連携

市民協働課にぎわい交流館管理運営事業

　指定管理者の更新に伴い、市民主体の自治、持続可能なまちの実現に向け、市
民交流・大学交流等の拠点施設として、多くの市民（ＮＰＯ）、学生（大学）な
どに有効に活用してもらうため、業務を充実します。
　市民活動の情報受発信の拠点として、市民活動をさらに支援するため、広く公
共施設・大学等と連携します。
　また、市民主体のイベントであるにっしんわいわいフェスティバル実行委員会
の事務局として、魅力的なイベントの実施に向けて実行委員会を支援します。
　さらに、友好自治体（木祖村・志摩市）フェアを開催し、ＮＰＯによる友好自
治体の食材を使用したランチの提供、特産品を販売するなど友好自治体の魅力を
発信し、市民の交流を促進します。

千円 委託料 24,727 千円
その他 1 千円 0 千円
一般財源 24,950 千円 その他の経費 14 千円

市民・学生などの活動をさらに応援します！

　地域振興のための事業に要する経費
のうち、地域の活動拠点となる集会所
等の建設費を支援します。

【平成３１年度】
米野木区民会館建替工事補助

事業費 24,951 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

委員報酬 210 千円
地方債 0

米野木区の区民会館施設整備を支援します

0 千円 主
な
経
費

補助金 12,500 千円

一般財源 10,000 千円 その他の経費 0 千円
その他 2,500 千円 0 千円

６　市民自治力と行政経営力の向上

事業費 12,500 千円

市民協働課
地域コミュニティ推進事業
（地域集会所建設等事業）

地方債 0 千円 0 千円
財
源
内
訳

国庫・県支出金

米野木区民会館完成予想図
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３－１　男女平等推進

４－１　行政運営

千円 旅費 369 千円
国庫・県支出金 0 千円 主

な
経
費

報酬 600

市民と共に創る、日進市の10年後の未来像

　総合計画は、市民主体の自治の実現に向けて、総
合的かつ計画的な市政の運営を行うための計画であ
り、まちづくりをデザインする本市の最上位計画で
す。
　第５次日進市総合計画の計画期間が平成３２年度
末に終了することから、平成３３年度を初年度とす
る第６次日進市総合計画の策定を平成３０年度から
開始しています。平成３１年度は、第５次総合計画
を検証し、地域別の意見交換会の開催など、子ども
からお年寄りまで、多くの市民のみなさまのご意見
を伺いながら基本構想及び基本計画の案の策定を進
めていきます。

一般財源 9,589 千円 その他の経費 546 千円
その他 0 千円 委託料 8,074 千円

財
源
内
訳

千円
地方債 0

皆さんの貴重なご意見をお寄せください

　男女共同参画社会基本法を基に、性別に関わらず、誰もが様々な場所で個
性を発揮し、自分らしく暮らせるまちづくりを目指し、第２次男女平等推進
プランを策定しています。その計画期間は平成３２年度までのため、引き継
ぐ第３次男女共同参画プランを策定します。
　そこで、平成３１年度は、プラン策定準備のため男女共同参画に関するア
ンケート調査を実施します。この調査では男女共同参画に関する本市の現状
や市民ニーズを把握し、第３次プランをより本市に適した発展性のあるプラ
ンにするための基礎データを収集します。

事業費 9,589 千円

一般財源 1,906 千円 その他の経費 0 千円
その他 0 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫・県支出金 0 千円 主
な
経
費

報酬 336

事業費 1,906 千円

千円
地方債 0 千円 委託料 1,570 千円

市民協働課
男女共同参画推進事業
（第３次男女共同参画プラン策定事業）

企画政策課
総合計画推進事業
（第６次総合計画策定事業）

総合計画キックオフイベント
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　有形固定資産減価償却率は、償却資産の取
得からの経過年数を指標化したものであり、
老朽化の進み具合をあらわしています。本市
では、年々増加傾向にあります。

　平成３０年度から第２次経営改革プランに基づき市有建築物の老朽化対策等を計
画的に推進し、市有建築物の長寿命化や財政負担の平準化を図るため「修繕予算
枠」を設けました。
　各施設ごとの優先順位を、保全計画上の適時性、物的緊急性、最適化性、付加的
要因等の評価項目ごとに点数化することで対象事業を決定しています。
　平成３１年度の「修繕予算枠」による事業概要は次のとおりです。

268,288 千円
一般財源 193,203 千円 その他の経費 0 千円

財
源 工事請負費

6,266 千円
地方債 56,000 千円 監理料 7,451 千円

国庫・県支出金 32,802 千円 主
な
経
費

設計料

その他 0 千円

修繕予算枠

事業費 282,005 千円

中事業名 担当課 金額 施設名 概要

南部保育園 屋上防水・外壁工事・設計監理

東部、三本木、梅森、
北新田保育園

園児用トイレ改修工事・設計及び
監理

福祉会館施設維持管理事業 福祉会館 37,903千円 相野山福祉会館
相野山福祉会館空調設備改修工
事・監理

文化施設維持管理事業 生涯学習課 57,033千円 市民会館
受変電設備等改修工事
屋上防水改修工事

南小学校 外壁改修工事・監理

相野山小学校 外壁修繕工事設計

日進西中学校 外壁改修工事・監理

68,356千円こども課公立保育園維持整備事業

118,713千円教育総務課小・中学校管理事業
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　国民健康保険特別会計は、総額が６４億６，００９万９千円となり、２，
９１８万６千円、０．４％の減少となります。

【歳入】
・国民健康保険税は１４億６，５９０万６千円で、加入者の減少等の影響に
より、３，９２９万４千円、２．６％の減少となります。
・県支出金は４２億４，７２７万４千円で、歳出の保険給付費の増加等の影
響により、４，５４６万３千円、１．１％の増加となります。
・繰入金７億４，１３０万６千円のうち、法定外繰入金は４億１，４６０万
円で、歳出の国民健康保険事業費納付金の減少等の影響により、３，５００
万円、７．８％の減少となります。

【歳出】
・保険給付費は４２億４，１６０万３千円で、加入者は減少しているもの
の、高齢化や医療の高度化等により医療費は増加しており、４，０７０万２
千円、１．０％の増加となります。
・国民健康保険事業費納付金は、２０億６，９３４万６千円で、加入者の減
少等により、６，５５５万４千円、３．１％の減少となります。

【主な事業】
  各種保険給付事業のほか、特定健康診査の受診率向上のため、未受診者に
対し効果的な受診勧奨等を行います。
また、平成３０年度に糖尿病重症化予防事業としてモデル実施した、かか

りつけ医と連携した保健指導を本格実施します。

【新規事業】
○　国保加入者への重複・頻回受診者訪問事業（事業費：６０千円）
○　ジェネリック医薬品の利用推奨（事業費：３８９千円）

主な特別会計

予算額 6,460,099 千円

保険年金課国民健康保険特別会計

国民健康保険税, 
22.7%

県支出金, 
65.7%

繰入金, 
11.5%

諸収入等, 
0.1%

歳入

総務費, 
0.7%

保険給付費, 
65.6%

国民健康保

険事業費納

付金, 32.0%

保健事業費, 
1.3%

諸支出金, 
0.2%

その他, 
0.2%

歳出

ＰＲ事業
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　後期高齢者医療制度の運営は、県内の全市町村が加入する愛知県後期高齢
者医療広域連合（以下「広域連合」という。）が主体となり、市町村と事務
を分担して行います。
　広域連合は、資格の認定･管理、保険料の賦課や医療給付等の事務を行いま
す。市町村は、窓口事務(各種届出･申請等受付）、保険料の徴収や健診等の
事務を行います。
　後期高齢者医療特別会計は、保険料及び一般会計からの繰入金等で運営し
ており、収納した保険料等を広域連合に納付する後期高齢者医療広域連合負
担金が歳出中の９７．０％を占めています。

【歳入】
・後期高齢者医療保険料は１１億５，８３４万６千円で、高齢化に伴う加入
者の増加等により、７，２２９万２千円、６．７％の増加となります。
・繰入金は８億４，６４８万６千円で、広域連合全体の医療費増加の影響に
より療養給付費市費負担分等が増加し、３，８３０万５千円、４．７％の増
加となります。

【歳出】
・後期高齢者医療広域連合納付金は１９億８，０６１万６千円で、広域連合
全体の医療費増加等の影響により、１億１，４６３万７千円、６．１％の増
加となります。

予算額 2,041,455 千円

保険年金課後期高齢者医療特別会計

後期高齢者

医療保険料, 
56.7%

繰入金
41.5%

諸収入, 
1.8%

歳入
総務費, 

2.9%

後期高齢者医療

広域連合納付金, 
97.0%

諸支出金, 
0.1%

歳出
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【主な事業】

◆　地域支援事業　～地域共生社会の実現を見据えて～
　　地域共生社会の実現を見据え、地域包括ケアシステムを深化・推進するた
　め、高齢者の社会参加・介護予防に向けた取組、住民同士の支えあいによる
　生活支援体制の整備、在宅生活における医療と介護との連携促進、認知症の
　方を地域ぐるみで支援する仕組み等を一体的に推進します。

【新規事業】
○　認知症カフェ（N-cafe)への開設・運営支援（事業費：600千円）

介護福祉課
(地域福祉課)介護保険特別会計

　歳入歳出予算の総額は、５２億１,０６６万３千円となり、平成３０年度と比
較して、３億７,２８１万１千円、７．７％増加しています。
　主な要因として、第７期介護保険事業計画において、要介護、要支援認定数の
増加や、介護報酬の改定などを見込み、保険給付費が平成３０年度と比較して３
億７,３５３万８千円、８．４％の増加となりました。
　また、介護予防・日常生活支援総合事業を含む地域支援事業等費が、平成３０
年度と比較して８６１万８千円、３．０％の増加となりました。

予算額 5,210,663 千円

保険料
24.3%

国庫支出金
18.3%

支払基金

交付金
25.5%

県支出金
13.7%

繰入金
18.0%

その他
0.2%

歳入

総務費
1.6%

保険給付費
92.6%

地域支援事

業等費
5.7%

その他
0.2%

歳出

介護予防・日常生活支
援総合事業

多様な主体による身近な地域での健康づくり・介護予防活動の支援や高齢者の社
会参加を促進し、健康寿命の延伸を図ります。

在宅医療・介護連携推
進事業

在宅医療・介護連携支援センターによる、地域の医療・介護関係者への相談支援
や連携システムの充実、多職種研修による顔の見える関係づくりを進めます。

認知症施策推進事業
認知症の方やその家族に対して認知症初期集中支援チームが早期に関わること
で、適切な医療や介護サービスへつなぎます。また、認知症地域支援推進員を中
心に、地域ぐるみでの認知症支援体制の構築を進めます。

生活支援体制整備事業
生活支援コーディネータが主体となって協議体を設置・運営し、地域の課題や情
報を共有し、住民同士の支え合いによる生活支援体制づくりを推進します。

つどいの場の推進
「つどいの場」の開設・運営支援を継続するとともに、専門職を派遣するなど市
民主体の健康づくり・介護予防活動を推進します。

ＰＲ事業
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　平成３０年度に引き続き、下水道事業特別会計に公営企業会計を導入するための
固定資産の調査及び評価、移行事務、企業会計システムの導入を進め、本年度中の
事業完了を目指します。

　平成３０年度に引き続き、南ケ丘
の管更生工事を行い、管渠の長寿命
化を図ります。

◆　浄化槽汚泥等受入施設建設工事業務委託  135,000千円

　平成３０年度に詳細設計を行った受入施設の建設工
事に着手し、平成３４年度の供用開始を目指します。

◆　汚泥脱水施設詳細設計委託  14,000千円

　浄化槽汚泥等受入施設の建設に伴い、汚泥脱水施設
を改築するための詳細設計を行います。

◆　下水道事業法適化事業　　　25,793千円

◆　下水道管渠維持管理工事　126,350千円

149,000 千円

一般財源 695,339 千円 下水道事業法適化事業 25,793 千円

歳
入 南部浄化センター整備事業

　平成３０年度に引き続き、南部処理区の管渠埋設工事と老朽化した管渠の改
築更新工事を施工するとともに、翌年度以降に工事を予定している地区の基本
設計を行い、下水道の整備を推進します。
　また、広域化・共同化による効率的な事業運営を図るため、南部浄化セン
ターで日進市、東郷町及び長久手市の浄化槽汚泥等を受け入れるために必要な
施設整備工事に着手するとともに、下水道事業の法適化完了を目指します。

◆　下水道管渠埋設工事　　416,242千円

　赤池町箕ノ手及び日生東山の一部
において、下水道管渠埋設工事を行
います。
　また、平成３０年度に管渠を埋設
した赤池町箕ノ手、東山平子台及び
日の出ケ丘では、舗装復旧工事を行
います。

◆　管渠実施設計委託　6,810千円

　本郷町の一部において汚水管渠基
本設計を委託します。

478,598 千円
地方債 277,300 千円 下水道管渠維持管理事業 164,614 千円

国庫・県支出金 250,097 千円

主
な
歳
出

下水道管渠整備事業

その他 918,880 千円

下水道課

予算額 2,141,616 千円

下水道事業特別会計

管渠埋設工事

赤池町箕ノ手の一部

南ケ丘

東山平子台・日の出ケ丘

日生東山の一部

管渠埋設工事

舗装復旧工事

舗装復旧工事

本郷町の一部

管渠改築工事

受入施設新設

汚泥脱水施設改築

南部浄化センター

管渠埋設工事

56



平成３１年度当初予算の概要 

平成３１年２月 

発行：日進市 

編集：日進市総務部財政課 

住所：〒470-0192 

愛知県日進市蟹甲町池下 268 番地 

ＨＰ：http://www.city.nisshin.lg.jp


